
 

 

2026年10月30日 

News Release 

独立行政法人住宅金融支援機構（所在地：東京都文京区、理事長 毛利信二／以下「住宅金融支援機構」）、金融経済

教育推進機構（所在地：東京都中央区、理事長 安藤聡／以下「J-FLEC」）、日本 FP 協会（東京都港区、理事長 白根壽

晴）は、国民一人ひとりの金融リテラシーの向上を図り、安心できるくらしと住まいの実現を後押しするため、３者で連携

した取り組みを開始します。 

３者で連携した初の取り組みとして、「第３回まなべびマタニティ&ママフェスタ in 恵比寿」へ共同で出展します。当日

は３者がそれぞれの専門性を活かし、家計管理や生活設計、住宅ローンなど、住まいとお金について広く理解を深め

ていただく機会を提供します。 

 

 

 

■概要                                                

１．連携の背景・目的 

 物価や金利を取り巻く環境が大きく変化する中、将来にわたり安心してくらしていくためには、家計管理や生活設

計、金融や経済、金融商品やサービスに関する知識を身につけ、自らの状況に応じて適切に判断することがますま

す重要となっています。 

こうした認識のもと、ファイナンシャル・プランニング、金融経済教育、住宅ローンの各分野で知見を有する３者が、

それぞれの強みを活かして連携することとしました。 

 連携を通じて、幅広い世代がお金について学び、自らのくらしや住まいについてより良い選択ができるよう、金融リ

テラシーの向上に取り組んでまいります。 

 

２．イベント出展の概要 

 会場では個別相談ブースを設置し、来場者の皆さまに、家計管理や生活設計、住宅ローンなどについての情報提供

を行います。また、J‐FLEC認定アドバイザーによるセミナーでは、子育て世帯に関心の高い教育費や住まい、将来に

向けたお金の準備についてわかりやすく解説します。 

 

 

◆本リリースに関するお問い合わせ先 

担 当 日本FP協会 

広報部広報課 福嶋 

TEL FAX E-mail 

03-5403-9726 03-5403-9795 info@jafp.or.jp 
 

 
※      、CFP○R、CERTIFIED FINANCIAL PLANNER○R、およびサーティファイド ファイナンシャル プランナー○Rは、米国外においては Financial Planning 

Standards Board Ltd.（FPSB）の登録商標で、FPSBとのライセンス契約の下に、日本国内においては日本FP協会が商標の使用を認めています。 
 
 

NPO法人 日本FP協会 

＜本部事務所＞〒105-0001 東京都港区虎ノ門4-1-28  虎ノ門タワーズオフィス 5F 

＜大阪事務所＞〒530-0004 大阪府大阪市北区堂島浜1-4-19 関電不動産堂島浜ビル 5F 

住宅金融支援機構×日本 FP協会×J-FLEC 

金融リテラシーの向上を目指した３者連携が始動 

～３者の強みを活かし、子育て世帯向けイベントでお金のアドバイスを行います～ 

 

 



 

 

別紙 

■イベント詳細                                           

＜イベント概要＞ 

開催日時：2026年11月7日（土） 9:00～16:30 

会 場：EBiS303（東京都渋谷区恵比寿1‐20‐8） 3階イベントホール 

主 催：まなべびマタニティ&ママフェスタ実行委員会 

 

＜ブース・セミナー内容＞ 

■個別相談ブース 

・日本FP協会認定のCFP®認定者によるライフプラン、家計に関する個別相談 

・住宅金融支援機構職員による住宅取得、住宅ローン、【フラット35】子育てプラス等に関する情報提供 

 

■J‐FLEC認定アドバイザーによるセミナー 

テ ー マ：子どもの未来とわが家のお金を考えるセミナー  

～家計管理・教育費・資産形成の基本～ 

時  間：10：30～11：30 

場  所：3階イベントホール内セミナー会場 

 

 

 

イベント及びイベント内で開催するセミナーへの参加には、 

それぞれイベント公式サイトからの事前予約が必要です（いずれも無料）。 

 

 

 

 

 

イベント公式サイト：https://manababy.jp/ebis/  

 

■今後の展開                                            

３者は今回の共同出展を契機として、それぞれの知見やネットワークを活かしながら、金融リテラシー向上に向けた

取り組みを進めてまいります。 

 具体的には、イベントやセミナー、情報発信などを通じて、幅広い世代がお金について学び、相談する機会を提供す

ることで、国民一人ひとりが自らのライフプランを考えながら、くらしや住まい選びなどのお金に関わる選択について適

切に判断できるような環境づくりに取り組んでまいります。 

 

 

 

以上 


